
全国からの火山防災対策の取り組み報告 十和田／青森県 県土整備部
国土交通省 東北地方整備局 青森河川国道事務所

２.十和田火山の噴火メカニズム（十和田湖の成り立ち）
◆十和田火山は、約20万年前から噴火を繰り返してい
ます。15,000年前には、現在の十和田カルデラの原形
を作った巨大噴火が起きました。この噴火では、青森・秋
田・岩手３県の広い範囲を高温の火砕流（八戸火砕
流）が襲い、一帯は見わたすかぎり土砂で埋まり、荒野
になったと考えられます。このような壊滅的な巨大噴火が、
十和田火山では61,000年前と36,000年前にも起きて
いたとされています。
◆巨大噴火は15,000年前を最後に起きていませんが、
大きな噴火は何度も起きています。 15,000年前の噴
火のあと、湖の中に五色岩火山ができました。その後、何
度か爆発的な噴火をして、現在の中湖のカルデラができ
たと考えられています。噴火のたびに、空高く立ち上がった
噴煙から、広い範囲に火山灰や軽石が降りそそぎました。
高温で高速に流れ下る火砕流や地形を大きく変える溶
岩流が何度も発生しています。

５.緊急減災対策の取り組み
◆十和田火山においては、噴火時に土砂災害防止法に基づく緊急調査を安全かつ速やかに実施
できるよう、災害図上訓練（DIG）や降灰量調査、UAV飛行調査の実地検証を行いました。

◆UAV飛行調査は滝ノ沢峠駐車場と発荷地区
で実施しました（令和3年10月12日～15日実
施）。離発着地点や上空から調査対象となる土
石流危険渓流の状況、飛行範囲・ルートについ
て確認・実施検証を行いました。

◆災害図上訓練（DIG）は中規模噴火2
ケース（エピソードA：西暦915年噴火、エピ
ソードB：2800年前噴火）をケーススタディと
して、実際に噴火した場合を想定して調査の
流れを把握しつつ、調査実施に際しての課題
を確認しました（令和3年11月26日実施）。

（災害図上訓練（DIG）状況）
◆降灰量調査は滝ノ沢峠駐車場で実施し
ました（令和3年10月14日実施）。青森
河川国道事務所から調査地点まで確実かつ
速やかに移動が可能かどうかを検証した後、
調査地点で降灰量調査の実地検証を行い
ました。

（移動検証） （降灰量調査検証） （離着陸地点確認） （UAV撮影映像）
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十和田噴火警戒レベル（気象庁作成：令和4年3月24日 運用開始）

４.噴火警戒レベルの運用開始
◆噴火の可能性が高まった場合は、噴火警戒レベル4またはレベル5の噴
火警報を気象庁から発表します。

１.十和田火山の位置

◆十和田火山は、青
森県・秋田県・岩手県
の県境に位置し、噴火
した場合の影響が広範
囲に及びます。
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７.十和田火山の特徴・課題

◆令和3年度から計画検討が開始し、噴火影響範囲は青森県、秋
田県、岩手県にまたがるため、３県の砂防部局が連携して検討会
（座長：檜垣大助 弘前大学名誉教授）を設置しています。

◆十和田火山は日本の有史上最大規模の噴火が発生しており、
近隣火山で想定されている噴火規模の中でも、最大級の規模が
想定されています。

（緊急減災対策実行計画の全体イメージ）

◆令和５年３月、火山防災協議会で小規模噴火に係る火山避難
計画を策定しましたが、砂防部局では実施可能かつ減災効果を期待
できる対策として、中規模噴火を想定して計画を検討しています。

６.火山噴火緊急減災対策砂防計画の作成状況

３.噴火シナリオと想定される現象

十和田火山で想定される現象の推移

小規模噴火時の想定影響範囲
（大きな噴石と降下火砕物）

大規模、中規模、小規模噴火時の想定影響範囲の違い

◆噴火シナリオは過去の噴火実績や最新の知見等を参考にして火山防災協
議会が作成したものを使用しています。積雪期に噴火すると融雪型火山泥流
が、噴火後に雨が降れば降灰後の土石流が発生する想定です。

◆噴火シナリオや過去の噴火実績等をもとに、噴火規
模及び影響範囲を想定しております。

大規模噴火時の想定影響範囲
（火砕流・火砕サージ）

中規模噴火時の想定影響範囲
（火砕流・火砕サージ）

◆中規模噴火、大規模噴火時には、降下火砕物以外
に火砕流・火砕サージの発生・流下も想定されています。

中規模噴火時の想定影響範囲
（降下火砕物）

（R5.7 現地検討会 実施状況）

◆中規模噴火時における降雨に伴い発生する降灰後土石流につ
いては、計671渓流が想定されており、広域にわたって多数存在す
るため、事前の対策優先度や対応方法、対策の考え方の設定が
大きな課題となっています。
◆中規模噴火時に想定される融雪型火山泥流の泥流量は、
4千万m³～2億m³となっており、応急的なハード対策による減災
効果発現が困難である大規模土砂移動現象に対する対策方針
の設定が課題となっています。


